
現状把握 部 Dｏ   現在やっ い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 っ 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標
人

人件費計

人
対象指標

訳 実績
度

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

所得者 申請時 所得段階 第 第 段階 うち 民税世帯非課税
間 入 単身 万 世帯員 人増え 万 加算した

等 要件 満た 方 対し 護サ ビ 利用 担 割 一部助成
行う

総
計
体系

護保険 所得者支援事業

施策名

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業名 護保険 所得者等支援事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

所得者申請者数 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

恵美

－

単

人居宅サ ビ 利用者

 .対象指標 対象 大 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

福祉サ ビ 満足 し い 高齢者 割 ％

度

.

目標

度

,
,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,
,

,,

護保険 サ ビ 利用し い 所得者 経済的 担 軽減

居宅サ ビ 利用者

目標目標
度度

予算 目標単 度

所得 高齢者 安心し 護サ ビ 公 利用 福祉
充実 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度 表 指標

人

名 称

所得者認定者数

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わった う

％ .
成果指標

.

護報酬改定 護サ ビ 利用 方 自己 担 増加し い
中 単 所得者等支援事業 成 度 助成要件及び助成割
社会福祉法人等利用者 担軽減事業 わ 助成対象者 大 図った

サ ビ 利用 所得者 対し 利用者 担 一部助
成 行う 公 護サ ビ 利用 図

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

人

,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映 た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

所得者 経済的 担 軽減 護サ ビ 公 利用 図 必要 あ 外 実施
い

成 度 社会福祉法人等利用者 担軽減助成事業 助成要件見直し わ 助成対象者
大 図った 後 当該事業 動向 見 改変し い たい

成 度 助成要件 見直した 前 多く 方 護サ ビ 安心し 利用
う っ い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定 課 や解決策 あ 場 わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

助成要件 所得 資産等 満た 方 対象 護保険料 滞納 あ 場 対象 い 認
定基準 実施し い た 益 担 適 あ

※ 映 た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

護保険 所得者等支援事業

 .改革 改善 期待成果

護保険係

○

維持

成 度 成 度 比 申請件数及び認定者数 変化 い た 一人当た
利用料金 増加 伴い事業費 増加し い 後 歳 人口 増加 伴いサ ビ 利用
者 利用料金 増加し いく 考え 中 金銭 担 大 いた 十 サ ビ

い いった 公 い う 事業 周知 し 行っ いく
削減

向

コ ト

増加

予算増大

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃
した場 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃 余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆
た い

所得者 支援 無く った場 経済的 担 増大し 公 サ ビ 利用 く 恐
あ た 社会福祉法全等利用者 担軽減事業 対象 い社会福祉法人 外 在宅サ ビ
利用者 対 所得者 単 事業 あ 他 類似 事業 い

事務事業 成果指標
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

金銭 担 大 いた 十 サ ビ い いった 公 い う 事業 周知 し 行い 申請件数 増加 繋
た 国 事業 あ 社会福祉法人等利用者 担軽減事業 助成要件 わ い た 社会福祉法人 該当サ ビ 利用し

い 場 当事業 申請 併 社会福祉法人等利用者 担軽減事業 申請 行っ う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

国 補助制度 基 く事業 あ 利用者 担 ４ １ 助成 要綱 制度化 い
た 事業費 削減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適
っ い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 手段 事業 概要

 意図 事業 対象 う い

 結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標
件

人件費計

人
対象指標 人  

訳 実績
度

,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

生計困難者 民税世帯非課税 間 入 単身世帯 万 世
帯員 一人増え 万 加算 等 要件 満 方
対 社会福祉法人 護サ ビ 利用者 担 軽減 行い 軽減 行

社会福祉法人 対 軽減総 助成 行う

総
計
体系

社会福祉法人等利用者 担軽減助成事業

施策

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 く

成事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業 社会福祉法人等利用者 担 軽減助成事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

称

法人軽減申請件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

恵美

―

人施設 護サ ビ 利用者数

単

人居宅 護サ ビ 利用者数

 対象指標 対象 大 表 指標

称

単

目標
度

 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割 ％

度
目標

度

,
, ,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

,
, ,

, ,, ,

,

護保険サ ビ 利用 生計困難者 経済的 担 軽減

護保険サ ビ 利用者

目標目標
度度

予算 目標単 度

生計困難者 高齢者 公 サ ビ 図

◇総事業費 指標等 推移

 成果指標 意図 成度 表 指標

人

称

法人軽減認定者数

 事務事業 開始 背景  事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ う

％
成果指標

成 護報酬改定 護サ ビ 利用 方 自己 担 増大
制度 軽減割 成 度～ 成 度 特例措置

２８％ 改定 現在 ％ 戻 利用者 担 増大 い
当制度 対象 い 生活保護 給者 成 度 個室

居 費及び滞在費 対象 軽減対象 大 図 い
成 日施行 生活扶助基準 改 伴い 生活保護 給者 く

場 い 居 費 軽減 行う う

サ ビ 利用 生計困難者 対 利用者 担 一部
軽減 公 サ ビ 利用 図

成果指標

 対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

人

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映 ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

生活困窮者 経済的 担 軽減 護サ ビ 公 利用 図 必要 あ 国 補助事業
基 く事業 あ 外 実施 い

申請 対 判定基準 課税状況 入状況 所 資産等 基 認定

判定基準 あ 基準 満 対象者 認定 う

維持

改革 改善実施 方向性 改革 改善案 概要 現状 想定 課 や解決策 あ 場 わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険料 滞納 あ 場 対象 い 一定 所得や資産状況 超え 場 対象
い 益 担 適 あ

※ 映 具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

成果 向 余地

社会福祉法人等利用者 担 軽減助成事業

 改革 改善 期待成果

護保険係

○

維持

成 度 成 度 比 申請件数及び認定者数 微増 施設サ ビ 利
用者数 増加 一人当 利用料金 増加 伴い事業費 増加 い 考え
後 歳 人口増加 伴い サ ビ 利用者及び利用料金 増加 いく 考え 金
銭 担 大 い い 理 十 サ ビ い等 公 い う 当制
度 単 事業 所得者等支援事業 助成要件 あ 社会福祉法人 外 当該
サ ビ 利用 い 場 当事業 申請 併 所得者等支援事業 申請 行
う

削減

向

コ ト

増加

予算増大

民等 意見 要望

関 必要性

所属部門事務事業

事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃
場 支障 あ

廃 休 類似事業
統廃 余地

成
果

対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 逆
い

生活困窮者 経済的 担 増大 公 サ ビ 利用 く 恐 あ 国庫補助事
業 あ 他 類似 事業 く統廃 い

事務事業 成果指標
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

単 事業 所得者等支援事業 助成要件 あ 社会福祉法人 外 当該サ ビ 利用 い 場 当該事業
申請 併 所得者等支援事業 申請 行 う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

補助制度 制度化 い 事業費 削減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

件

,

人

タルコ ＋

間
人
件
費

.

護報酬 改 成 居宅 護支援 報酬単価 改定さ た
宅改修理 書作成手数料 含 た た 本事業 対象
居宅 護支援 提供 い い 居宅サ ビ 計 作成 あた 護支援

専門員 い い 要 護等認定者 対 理 書作成 た ケ プラン作成実
績 い者 対 宅改修理 書 作成 た場 護支援専門員等 護報酬
得 手段 い 金銭的 支援 行 い ケ プラン 作成 い
い 宅改修希望者 見込 中 引 続 護支援専門員等 対 金銭的支援

必要 あ

成 度 護保険法 施行 伴い 要 護等認定者
居宅 護等 宅改修 必要 場 申請書 添付資
料 理 書 作成 必要 あ 護支援専門員
報酬 含 い いた 市 村 委 業務 た 助成
事業 メニュ 化さ た

成果指標

. .

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

理 書 居宅 護支援 提供 い い要 護等認定者 宅
改修 可能 在宅 安心 た生活 送 う

宅改修希望 要 護等認定者

目標目標
度度

予算 目標単 度

慣 た地域 安全 安心 生 生 暮 高齢社会 実現 向
た在宅 護 推進 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度 表 指標

件

名 称

宅改修 支援 た件数

,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,

,

,,

,

.

目標

度

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割 ％

度

件宅改修申請件数

単

人要 護等認定者

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

名 称

宅改修理 書作成手数料

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

恵美

―

所属
部門

事務事業名 福祉用具 宅改修支援事業

成 事務事業マネ メン  
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

護支援専門員 た 作業療法士 福祉 環境コ ネ タ 検定 級
他 準 資格等 者 居宅 護 予防 宅改修

支給対象 宅改修 い 十 専門性 あ 認 者
居宅 護支援 提供 い い要 護等認定者 対 宅改修

支給申請 係 理 書 作成 た場 宅改修支援事業 件あた
, 手数料 支払う

総
計
体系

福祉用具 宅改修支援事業

施策名

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

事業費計

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源

,,
 

 人工数 業務量

活動指標
,

人件費計

人
対象指標 件



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 度 降 計

度

降

組

宅改修利用者 状況 踏 え 当該 宅改修 適 行わ い 検証 行う必要 あ 保険者 あ 改修 現地調査
等 実施 改修事業 効果 確認

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

宅改修理 書作成手数料 い 国 示さ た単価 助成 行うた 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

宅改修 希望 い 要 護等認定者 対 居宅 護支援事業所 届出 行い対応 い
ば １件当た 事業費 高く 護保険法 基 く制度 実施 事業 あ 類

似 た事業 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 タルコ
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃
た場 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃 余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

保険者 あ 改修 現地調査等 実施 改修事業 効果 確認

削減

向

コ

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

宅改修 行う 理 書 作成 義務付 居宅 護支援 提供 い い要 護
等認定者 宅改修 支援 必要 あ

護保険法 基 く制度 全国一 基準 事業 実施 い た

要 護等認定者 ＡＤＬ等 状況 応 た 宅改修 行 い た

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場 わ 入

 事務事業 対 民
 ッ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

宅改修理 書作成手数料 い 国 示さ た単価 助成 行うた 費用 担 適
あ

※反映さ た具体案 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

福祉用具 宅改修支援事業



現状把握 部 Dｏ   現在やっ い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 っ 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 人工数 業務量

活動指標 件
回

人件費計

人

,

対象指標

 ,

訳 実績
度

,

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

護保険 居宅 護サ ビ 利用者 対 サ ビ 利用 明細 表示
た 護給付費通知書 送付 利用サ ビ チェックや事業
所 給付費 請求 適 事例 発見 護費用 適

図

総
計
体系

護給付費等適 事業

件給付費通知件数

施策名

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業名 護給付費等適 事業

成 事務事業マネ ン  
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計 款 項

名 称

給付費通知送付回数 回

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

恵美

―

単

人居宅 護サ ビ 利用者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

適 減 った 護給付費

度

.

目標

度

,
,

,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,

,
,

,,

,

,

,

事業所等 請求 容 通知 たサ ビ 容 利用
者 確認 サ ビ 事業者 請求や 事例 発見

居宅 護サ ビ 利用者 地域密着型サ ビ 利用者 含

目標目標
度度

予算 目標単 度

護保険サ ビ 利用 容確認及び 護給付費 適 護保
険制度 健全 運営 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度 表 指標

件

名 称

適 発見さ た 件数

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わった う

成果指標

国 成 度 護給付費適 計 指針 示 成 度 期
わた 都 府県 い 護給付費適 計 策定さ た 後

見据え地域包括ケア 構築 進 た 必要 給付 適
提供 た 適 事業 引 実施 可欠 あ
海 い 海 護給付適 推進要綱 策定さ 引

海 全 保険者 一体 地域 実績 応 た 組 行う必要
あ

護サ ビ 事業所 適 サ ビ 提供
チェック 観 国 護給付費適 対策事業
推進 い 本 成 度 海 国保連 会

伝送環境 構築 伝送 情報 活用 た 護費用
適 図 目的 給付費通知 適 事業 成

度 実施 た

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

,

件

,

人

タ コ ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

護給付費適 事 事業所 請求 把握 後更 増加 護給付費 適
図 保険者 あ 責務 あ 国 一体 っ 組 必要 あ

現在 サ ビ 種類やサ ビ 事業者 複数利用 多い在宅サ ビ 利用者 給付実績 通知
い 海 護給付費適 事業推進要綱 主要 事業 実施 いう計 大

海 護給付費適 事業推進要綱 主要 事業 積極的 進 成果指標 伸
び いく 想定

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場 わ 記入

 事務事業 対 民
 ッ イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護給付費 適 適 給付 削減 一方 利用者 対 適 護サ ビ 確保
護給付費や 護保険料 増大 抑制 可能 護保険制度 構築 目的 国

一体 実施 あ 費用 担 求 い

※反映さ た具体案 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

護給付費等適 事業

 .改革 改善 期待成果

予算増大

護保険係

○

維持

国 護保険適 計 及び 海 護給付適 事業推進要綱 基 引 主要
事業 認定調査 チェック ケアプラン 検 縦覧 検 療情報 突 宅改修等 検
護給付費通知 実施 た 海 国民健康保険団体連 会 実施 適

積極的 実施 過誤申立 繋 いく 事業 均等 充 実施 いく
難 い場 確実 成果 見込 事業 中心 検 実施率 数 回数等 増や
工夫 凝 た 容 検討

削減

向

コ

増加

目的 充

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 タ コ
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃
た場 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃 余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

国 護給費適 向 た事業実施 求 廃 や休 た場 請求 抑
効果 く 護保険事業 健全 運営 支障 た た 国保連 会 給付 タや

セプ 認定調査資料 個人情報 基 た事業 実施 あ 他 手段 事業 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

海 護給適 推進要綱 基 前 度 検討 た 容 実施 いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

給付費通知 関 利用者 確認行 適 あ 考え 回実施 い
後 サ ビ 利用 増加 加え 組 事業 増え 業務量 増加 いく 削減
い

提供 対象 提供
い 費用 担 適
っ い



現状把握 部 Dｏ   現在やっ い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 っ 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人

 人工数 業務量

活動指標
,件

人件費計

人
対象指標 人

,

,

, ,
 

訳 実績
度

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源

被保険者 認定申請 新規 更新 変更等 基 訪問調査
及び主治 意見書 作成 依頼 護認定審査会 経 定結果通知
及び被保険者証 送付

総合
計
体系

認定審査事務

施策名

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業名 認定申請事務

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計 款 項

名 称

認定申請件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

浦 広子

護保険法

人第 号被保険者

単

人第 号被保険者

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割合 ％

度

.

目標

度

,

,

,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

,

,, ,

, ,

要 護 要支援状態 者 個々 状態 応 必要 護サ ビ 利
用 う

第 号被保険者 歳 及び第 号被保険者 歳 歳未満 特
定疾病 基準 満た

人

目標目標
度度

予算 目標単 度

適 護サ ビ 利用 限 自立 た日常 送 高齢
者 福祉 充実 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

第 号被保険者認定者数

人

名 称

第 号被保険者認定者数

.

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わった う

％ .
成果指標

.

歳 人口 制度発足当初 成 , 人 成
, 人 々増加 伴い要 護認定申請者 増加 続 い
制度改 延長 った

護保険制度 施行 基 実施

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

人

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

護保険法 い 市 村 保険者 実施 定 た事業 あ

護保険法 い 対象 定 い

法 基 く実施 た 成果 向 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

介護保険制度 よ 申請 関す 費用負担を求め こ き い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

認定申請事務

 .改革 改善 期待成果

護保険係

維持 ○

成 度 実施 い 要 護 要 護 成 度 要支援 要支援 効期間
延長 ヶ ヶ 成 度 要支援 要支援 効期間 延長 ヶ ヶ

認定申請件数 抑制さ 見込 あ 歳 人口 増加 いく 考え

 た 制度改 認定審査会 簡素化 う 入 いく 度
検討 いく

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

法 定 た事務事業 た 廃 や休 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

認定審査会 簡素化 成 度 検討結果 基 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

制度改 認定 効期間 延長さ た 高齢者 増加 伴い申請 増加 い た 削減
難 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適
っ い



事業の概要

線

成

事務事業

度

澤 勝昭 担当者名 恵美

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

護保険被保険者資格管理事務

所属
部門

保健福祉課 護保険係 課長名

人件費計

間

人

.

芽室 住所を す 第 号被保険者 歳 上 及び第 号被保険者 歳 上 歳未満 特定疾病の基準を満た
す者 の資格を管理す

改革 改善実施の方向性 現状維持

法 定 た事業のた 後 現在の業務を す 歳 上の高齢者増加 伴い 事業の対象 増え
た 業務量 増加す こ 考え

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

健や 暮 し 自立を支え 福祉の充実

簡易 トを
選択した理

高齢者福祉の充実施策名

総
計
体系

根拠
法

護保険法

政策名

誰 健や 生 生 暮 せ まちづく基本目標

改革 改善案の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

, ,

, ,

人

ト タ コ ト ＋

間
人
件
費

.

第７期事業運営期間 成 ～ 護給付費 対 護保険料 担割合
増や 要 護 定者数 増 護給付費 伸び 見込 護保険料基準

, た 保険料段階 段階 区 段階 設定 所得
者 公費軽減制 第一段階 い 軽減実施 行い 所得や 担能力 応 た

細 い保険料段階設定 た 納 い 成 特 徴 補 回
数 複数化 び遺族 金 障害者 金 特 徴 可能 い た 成

公金 納一元化 徴 税務課納税 行う た

成 護保険制 実施 伴い 護給付費用
公費 ％ 保険料 ％ 担割合 さ い 第７期事

業運営期間 成 ～ い ～ 歳 第
号被保険者 担割合 ％減 ％ た
歳 第 号被保険者 担割合 ％増加 全体

％ 第一号被保険者 保険料 賄う た

成果指標

. .

 . 事務事業 開始 た背  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

護保険料 適 賦課及び徴 護保険 政 健全運営
護保険サ ビ 利用者 対 保険給付 行う

歳 第１号被保険者

目標目標予算 目標単

護保険事業 健全 運営さ 護保険サ ビ 滑 利用 福祉
増進

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成 合 表 指標

名 称

護保険料実 入済

, ,

, ,

,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

,

, ,

, ,, ,

, , , ,

.

目標

単

目標

 . 成果指標 結果 成 表 指標

単

無

名 称

護保険料 納率 ％

単

件護保険料賦課調定件数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

名 称

護保険料賦課調定件数 件

作成日 成

開始 成
毎 繰返事業

護特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

永森 健

護保険法

所属
部門

事務事業名 護保険料賦課徴 事務

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業名目

線
保健福祉課 護保険

日

歳 第 号被保険者 対 保険料段階 応 た 護保険料 賦
課 金 引 特 徴 及び納付書 口 振替 通徴
保険料徴 事務 行う

総合
計
体系

護保険賦課徴 事務

護保険料賦課調定

施策名

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績

事業費計 , ,

実績

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源

,

, ,

, ,

, ,

 人工数 業務量

活動指標
,件

人件費計

件

, ,

対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 降 計

降

組

制 健全運営 た 適 賦課徴 努 ほ 第 期 護保険事業計 基 制 安定的 運用 護保険サ ビ
充実 努

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

護保険制 法定 制 あ 制 容や 組 い 個々 ケ 応 た 易く説明 対応 理解 得 う 努
いく

法定 制 あ 削減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

組

護保険法 基 実施さ 事業 あ た 制 改 い限 廃 休 い た 法定
制 あ 手法 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タ コ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

○

維持

制 健全運営 た 適 賦課徴 努 ほ 将来的 制 安定的 運用 目的
H ～ 期間 第７期 護保険事業計 沿 運営 改定 保険料 担

増加 い 広報 やパンフ ット 送付等 周知

削減

向

コ ト

増加

業務改善

 .改革 改善 期待成果

護保険

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

護保険法 市 村 保険者 実施 定 い 事業 あ た

現行制 い 対象 護保険法 定 い 将来的 賦課対象範 い 国
護保険料あ 方検討会 社会保障審議会 検討さ

制 容 広く周知 理解 得 納率 向 た 情報提供や説明 実
施 いく

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

法定 制 あ た 適 化 余地 い

高齢者 対象 制 あ 重 制 改 経 制 複雑 い 制
組 や保険料 い 十 理解 得 保険料 滞納 繋 い ケ あ

た 金制 対 信 安 金 引 対 苦情 問合 や 護保険料 増加 伴い 減
求 意見 あ

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

護保険料賦課徴 事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇ 務 業 目的 効果
 .手段 業 概要

 .意 業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇ 務 業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

,

件

, ,

人

ト タ コ ト ＋

間
人
件
費

.

認定者数 歳 人口 増加 伴い 成 , 人
成 , 人 成 , 人 増加し い 全国的 認
定申請者 増加 対応 く 国 制度改 認定 効期間延長 範

大 推進し い 認定審査会 い 成 度 要支援 要
支援 定 出した場合 認定 効期間 原則 ｹ いう期間延長

行い 増加し いく認定審査件数 対応し い

護保険制度 施行 伴い 保険 療 福祉 関 学識
経験者 総合的場 断 基 く 認定 た 審査
定 機関 し 護認定審査会 設置 法定 さ た

護保険第 条

成果指標

, ,

 . 務 業 開始した背景  . 務 業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

件 ,
成果指標

審査会 滑 運営 各委員 適 要 護度 定
う

護認定審査会委員 合議体

目標目標
度度

予算 目標単 度

公 効率的 や 要 護認定 行う 高齢者福祉
充実 寄与

◇総 業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

件

称

合議体 回当た 審査件数

, ,

, ,

, , , ,

務 業及び各指標 変更

, ,

, ,, ,

, , , ,

.

目標

度

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

適 定さ た件数 件

度

組認定審査会 合議体数

単

人認定審査会委員数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

認定審査会 開催回数 間 回

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返 業

護特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

浦 広子

護保険法

所属
部門

務 業 西十勝 護認定審査会 務

成 務 業マネ ント ト 
務 業
性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計 款 項

業期間

予算 業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

要 護認定申請 対し 訪問調査等 結果 基 定ソフト 要 護
度 一次 定 行い 一次 定結果 主治 意見書 基 芽室 清水

新得 共 設置し い 西十勝 護認定審査会 い 要
護度 次 定 行う 務局 し 審査会 運営 各種資

料作成及び 定結果通知等 行う

総合
計
体系

西十勝 護認定審査会

件審査 定件数 間

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基 目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

業費計 , ,

実績
度

業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従 人数

 一 般  源

,

 

 

 人工数 業務量

活動指標 件
回

人件費計

人

,

対象指標 組



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮 改革改善案  大 縮 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

認定審査会 簡素化 成 度 検討結果 基 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

テ ビ 護 テ 入 各委員や職員 移動等 係 時間 減少した 審査件数 増加
し い あ 審査会 開催回数 び実 審査時間数 削減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

法定 制度 基 い 実施 業 た

務 業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

. 業費 ト タ コ ト
削減余地

成果 業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

務 業 廃 休 統廃合
した場合 支 あ

.廃 休 類似 業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門務 業

維持 ○

成 度 実施し い 要 護 要 護 成 度 要支援 要支援 効期
間 延長 ヶ ヶ 成 度 要支援 要支援 効期間 延長 ヶ ヶ

認定申請件数 抑制さ 見込 あ 歳 人口 増加し いく 考え

 た 制度改 認定審査会 簡素化 う 入 いく 度
検討し いく

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

務 業 税金
投入し 行わ ば

い
法定 制度 基 い 実施 業 た

審査会委員 主 開業 や 務所 病院勤務等 方々 構成さ い 各 会議場 結
ぶテ ビ会議 テ 入 各委員 職員 担 軽減し 既 必要最 限 時間 審
査会 開催し い た

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 務 業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

法定の制度に基 い 実施す 事業 あ ３町 共同負担し い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

西十勝 護認定審査会 務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 件

 人工数 業務量

活動指標
,件

人件費計

件
対象指標 人 ,

, ,
 

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源

要 護認定申請 対し 護認定 必要 訪問調査 実施し 調査結果
元 適 護認定審査会 定 行うた 資料 作成 訪問調
査 公 性 定期性化 保 た 護保険法 い 原則 し 実
施し ば い さ い

総合
計
体系

認定調査事務

施策名

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基 目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 護保険

日

所属
部門

事務事業名 認定調査事務

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

訪問調査依頼件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

護特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

浦 広子

護保険法

人要 護認定者数

単

件要 護認定申請件数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

適 審査 定 資料 し 審査会 提出した件数 件

度

.

目標

度

, ,

, ,

,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,, ,

, , , ,

要 護認定等申請 対し 全国一 項目 訪問調査 行い 護
認定審査会 定資料 作成

第 号被保険者 歳 及び第 号保険者 歳 歳 特定
疾病 基準 満た 者 うち 要 護認定等 申請 した被保険者

件

目標目標
度度

予算 目標単 度

要 護認定等 必要 訪問調査 や 実施 要 護認
定等 審査 適 滑 行わ 護サ ビ 利用 進

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

認定調査直営件数

件

名 称

認定調査委 件数

,

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 予測 う変わ た う

件
成果指標

,

歳 人口 増加 伴い 要 護認定者数 成 人 成
人 成 , 人 増加し い

国 要 護認定申請者 増加 対応 く 制度改 毎 要 認定 効期間 延長
推進し 西十勝 護認定審査会 い 成 度 認定 効期

間 延長 行い 認定調査数 増加 抑制し い

護保険制度 施行 基 実施

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

,

件

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 い 訪問調査 公 性 適 化 保 た 原則 し 実施し ば い さ い
た

護保険制度 対象 第 号被保険者及び第 被保険者 特定疾病 基準 満た 者 法定さ い た

迅 資料作成依頼 資料回 た 電話等 再確認 行い 申請 定 時間 短縮
現状 い 成果 向 期待 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

 護保険制度 益者 費用 担 求 い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

認定調査事務

 .改革 改善 期待成果

護保険

維持 ○

成 度 実施し い 要 護 要 護 成 度 要支援 要支援 効期間
延長 ヶ ヶ 成 度 要支援 要支援 効期間 延長 ヶ ヶ

認定申請件数 抑制さ 見込 あ 歳 人口 増加し いく 考え

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

法 定 た事務 あ た 廃 や休 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

成 度 降 要 護認定申請者 増加 見込 西十勝 護認定審査会 い 国制度改 範 認
定期間 延長 実施し 認定調査数 増加 抑制し いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

訪問調査 直営調査 事業所等 委 調査 実施し い 仮 事業所等 委 件数 減
した場合 直営 実施 職員 業務量 増大し人件費 業務時間 増加 逆 事業所等

委 件数 増や 事務所 人員体制 制約 あ 困難 あ

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 人工数 業務量

活動指標
,件

人件費計

件
対象指標 人

,

,

,
, ,

 

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源

要 護認定等申請 対し 護認定 必要 主治 意見書
療機関 主治 依頼し 護認定審査会 定 行うた 資料 作

成

総合
計
体系

主治 意見書作成事業

施策名

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基 目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 護保険

日

所属
部門

事務事業名 主治 意見書作成事務

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計 款 項

名 称

主治 意見書依頼件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

老保特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

浦 広子

護保険法

人要 護認定者数

単

件要 護等認定申請件数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

適 審査 定 資料 し 審査会 提出した件数 件

度

.

目標

度

, ,

, ,

,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

,

, ,

, ,, ,

, , , ,

主治 意見書 や 依頼 主治 提出 早期
行わ 護認定審査会 定資料 迅 適 作成さ

第 号被保険者 歳 及び第 号被保険者 歳 歳 特
定疾病 基準 満た 者 うち 要 護認定等 申請 した被保険者

目標目標
度度

予算 目標単 度

 要 護認定 必要 主治 意見書 や 記載さ 護認定
等 審査 適 滑 行わ 護サ ビ 利用 進

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

件

名 称

主治 意見書作成件数

,

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

件 ,
成果指標

,

歳 人口 増加 伴い 要 護認定者数 成 人 成
, 人 増加し続 連動し 要 護認定者数 増加し続 い 国 全国的

増加 続く要 護認定者数 対応 く 度重 制度改 認定 効期間 延
長 推進し 西十勝 護認定審査会 い 国 制度 認定 効期
間 延長 実施し 主治 意見書 作成件数 抑制

護保険制度 基 実施

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, ,

,

件

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 規定 主治 意見書作成等 実施 費用 い 海 全市 村 協定 基
実施し い

護保険制度 対象者 第 号被保険者及び第 号被保険者 特定疾病 基準 満た 者 法定さ い
た

迅 資料作成依頼 資料回 た 電話等 再確認 行い 申請 定 時間 短縮
現状 い 成果 向 期待 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 益者 費用 担 求 い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

主治 意見書作成事務

 .改革 改善 期待成果

護保険

維持 ○

成 度 実施し い 要 護 要 護 成 度 要支援 要支援 効期間
延長 ヶ ヶ 成 度 要支援 要支援 効期間 延長 ヶ ヶ

認定申請件数 抑制さ 見込 あ 歳 人口 増加し いく 考え

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

法 定 た事務 あ 要 護認定等 必要 資料 作成 た 廃 や休 統廃合 余地
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

成 度 降 要 護認定申請者 増加 見込 西十勝 護認定審査会 い 国制度改 範 認
定期間 延長 実施し 認定調査数 増加 抑制し いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

主治 意見書 師 作成 あ 護認定 申請件数 減少し い限 事業費 業務時間 削減
い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標 件
人

人件費計

件
人

対象指標

, ,

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

要 護認定者 居宅 護サ ビ 訪問 護 通所 護 訪問看護等
利用及び特定福祉用具 購入や 宅改修 した場合 支給限度 範

サ ビ 要した費用 割 一定 所得者 割 うち特
所得 高い層 割 居宅 護サ ビ 費 し 保険給付 行う

総合
計
体系

居宅 護サ ビ 給付事務

件特定福祉用具購入件数

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基 目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業 居宅 護サ ビ 給付事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

称

居宅 護サ ビ 利用者数 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

林 宏明

護保険法

単

宅改修件数 件

人要 護認定者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

.

目標

度

, ,
, ,

, ,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

居宅 護サ ビ 利用した要 護認定者 対し 居宅 護サ ビ 費
し 費用 割 一定 所得者 割 うち特 所得 高い層
割 保険給付 行う

要 護認定者 要 護 ～

目標目標
度度

予算 目標単 度

居宅 護サ ビ 利用 安全 安心した 宅生活 送
う 要 護認定者 自立支援 行う

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

称

居宅 護サ ビ 費給付総

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

.

歳 人口 成 , 人 人口比 . ％ 成
, 人 人口比 . ％ , 人増加し 後 更 増加 見込
た 伴い要 護認定者及びサ ビ 利用者 増加し 通所系

サ ビ 利用 増加 加え 訪問系サ ビ 徐々 伸び 保険給
付費 伸び い

成 度 護保険制度施行 伴い 要 護者 指定
居宅サ ビ 事業者 行う 在宅サ ビ た
保険給付 し 支給 指定居宅 護サ ビ 費 創設さ

た

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 市 村 行う事業 さ い

サ ビ 利用 対象者等 い 護保険法 規定さ い た 大 縮小 余地 い

護保険法 規定さ い 事業 た 裁量 施策 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 い 利用者 担割合 定 い た 裁量 適 化 余地
い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

居宅 護サ ビ 給付事業

 .改革 改善 期待成果

護保険係

維持 ○

従前 様 護保険制度 基 く給付 行う 成 度制度改 い 利用者 担割合 割
担者 うち 特 所得 高い層 担割合 割 護保険制度改 成 施

行 行わ

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

護保険法 定 い 事業 た 法改 制度 改 さ い限 廃 休 統廃合
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

制度改 行わ い限 従前 様 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

対象者及び 護報酬等 い 法 定 い た 裁量 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標
,

人
人

人件費計

人
人

,

対象指標

, ,

,

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

要 護認定者 護老人福祉施設 護老人保健施設及び 護療養型
療施設 護保険 施設 入所 機能 応 護サ ビ

施設 護サ ビ 費 保険給付
制度改 成 度 護老人福祉施設 特別養護老人

入所 原則 要 護 認定者

総合
計
体系

施設 護サ ビ 給付事務

人護老人保健施設利用延人数

施策

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業 施設 護サ ビ 給付事業

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計 款 項

称

護老人福祉施設利用延人数 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

林 宏明

護保険法

単

護療養型 療施設利用延人数 人

人要 護認定者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割合 ％

度

.

目標

度

, ,
, ,

, ,

,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

護保険 施設 入所 要 護認定者 施設 護サ ビ 利用
時 施設 護サ ビ 費 費用 割 一定 所得者 割
うち特 所得 高い層 割 保険給付 行う

護老人保健施設及び 護療養型 療施設 要 護認定 要 護 ～
護老人福祉施設 特養 原則 要 護 ～ 認定者

目標目標
度度

予算 目標単 度

施設 護サ ビ 利用 被保険者 安全安心 生活
併 家族等要 護者 担軽減 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

称

施設 護サ ビ

.

 . 事務事業 開始 背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ う

％ .
成果指標

.

第 期 護保険事業計 ニ 調査結果 給付実績 析 施
設整備 実施 い 高齢者数 自然増 伴う要 護認定者数 増加

後 給付費 増加 見込
制度改 成 降 特別養護老人 新規入所

基準 原則 要 護 給者 さ ほ 護療養型 療施設
護 療院 護老人保健施設等 転換期限 再延期 成

さ

成 度 護保険制度施行 伴い 護保険３施設
護老人福祉施設 護老人保健施設 護療養型 療

施設 入所 保険給付 施設 護サ ビ 費
創設さ

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

,

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

護保険法 市 村 行う事業 さ い

サ ビ 利用 対象者等 い 護保険法 規定さ い 大 縮小 余地 い

護保険法 規定さ い 事業 裁量 施策 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 い 利用者 担割合 定 い 裁量 適 化 図 余地
い

※反映さ 具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

施設 護サ ビ 給付事業

 .改革 改善 期待成果

護保険係

維持 ○

従前 様 護保険制度 基 く給付 行う 成 度制度改 い 利用者 担割合 割
担者 うち 特 所得 高い層 担割合 割 護保険制度改 成 施

行 行わ

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 逆 狭
い

護保険法 定 い 事業 法改 制度 改 さ い限 廃 休 統廃合
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

制度改 行わ い限 従前 様 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

対象者及び 護報酬等 い 法 定 い 裁量 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

認知症対応型グル プ ユニット 定員 人 小規模多機能型居宅
護事業所 登録定員 人 うち通所定員 人 宿泊定員 人 整備さ

充足 い 見込 い 必要 さ サ ビ 資源 い
ニ 析 整備計 策定

成 度 護保険制度 改 い 認知症
高齢者 慣 た地域 生活 た

身近 日常生活圏域 サ ビ 点 確保 地域
実情 合わ 市 村 裁量 整備 地域密着型サ ビ
費 創設さ た

成果指標

. .

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

地域密着型サ ビ 利用 た要 護認定者 対 地域密着型 護
サ ビ 費 要 た費用 保険給付 行う

要 護認定者 要 護 ～

目標目標
度度

予算 目標単 度

地域密着型サ ビ 利用 安全 安心 た在宅生活 送
う 要 護認定者 自立支援 行う

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

称

地域密着型 護サ ビ 費給付総

, ,

, ,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割合 ％

度

単

人要 護認定者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

地域密着型 護サ ビ 利用者数 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

林 宏明

護保険法

所属
部門

事務事業 地域密着型 護サ ビ 給付事業

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

要 護認定者 地域密着型 護サ ビ 認知症対応型グル プ
小規模多機能型居宅 護等 利用 た場合 支給限度 範

サ ビ 要 た費用 割 一定 所得者 割 うち特 所得
高い層 割 地域密着型 護サ ビ 費 保険給付 行う

総合
計
体系

地域密着型 護サ ビ 給付事務

施策

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

, ,

 人工数 業務量

活動指標
人

人件費計

人
対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

制度改 行わ い限 従前 様 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

対象者及び 護報酬等 い 法 定 い た 裁量 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

護保険法 定 い 事業 た 法改 制度 改 さ い限 廃 休 統廃合
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

従前 様 護保険制度 基 く給付 行う 成 度制度改 い 利用者 担割合 割
担者 うち 特 所得 高い層 担割合 割 護保険制度改 成 施

行 行わ

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

護保険法 市 村 行う事業 定 い

サ ビ 利用 対象者等 い 護保険法 規定さ い た 大 縮小 余地 い

護保険法 規定さ い 事業 た 裁量 施策 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 い 利用者 担割合 定 い た 裁量 適 化 余地
い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

地域密着型 護サ ビ 給付事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

回

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

成 度 地域密着型サ ビ 外 護サ ビ 護保険 居宅
サ ビ 居宅 護支援事業及び 護保険施設 全 い 護保険
法及び老人福祉法 基 く指定 指定 更新及び変更届 処理 含 指
監査 権限 海 移譲さ た

成 地域密着型サ ビ 関 事業所 指
定 指定 更新及び変更届 処理 含 指 監査 権限

市 村 移行した

成果指標

. .

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

護サ ビ 質 確保 向 及び保険給付 適

所在 護サ ビ 事業所

目標目標
度度

予算 目標単 度

利用者 安心し 護サ ビ

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

回

名 称

実地指 実施数

,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

,

,

,, ,

,

.

目標

度

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

単

箇所事業所数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

名 称

指定数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

永森 健太

護保険法

所属
部門

事務事業名 護サ ビ 事業者指定等管理事務

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

護サ ビ 事業所 指定 指定 更新 含 行う 指定事
業所 対し実地指 又 監査 行う

総合
計
体系

回実地指 予定数

施策名

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

,

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源

 人工数 業務量

活動指標 回
件

人件費計

箇所
対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮 改革改善案  大 縮 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

職員派遣 H 度終了 期間中 定 た 指定等事務処理マニュアル や 実地指 マニュアル 元 し 指定更新や変更届
滞 く処理 サイクル 全事業所 実地指 行う 護サ ビ 質 確保 向 及び保険給付 適

いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

後 新た 事業所 開設さ 業務時間 増加 見込

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

法 定 い 事業 あ た 廃 や休 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

実地指 成 ～ 度 カ 全事業所 実地指 終え 成 度 ４巡目
実施 い た 現在実施要領 間 事業所指定期間 回 サイクル 実施 し 全
事業所 実地指 行う し い た 要綱 沿 成 度未実施事業所 対し 実施

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

法 定 い 事業 あ た

法 範 定 い た

法 定 い 事業 た

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

法 定 い 事業 あ た

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

護サ ビ 事業者指定等管理事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

高齢化 進行 要 護認定者 増加し い 居宅 護サ ビ
計 費 増加し いく

成 度 護保険制度 施行 伴い 要 護者等
指定居宅 護支援事業 居宅 護支援 た

保険給付 し 指定居宅 護サ ビ 計 費 創設さ
た

成果指標

. .

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

指定居宅 護支援事業者 居宅 護サ ビ 計 作成 依頼した要 護
認定者 対し 居宅 護サ ビ 利用 支援 た 保険給付 行う

要 護認定者 要 護 ～

目標目標
度度

予算 目標単 度

居宅 護サ ビ 利用 た 計 作成 支援 適 居
宅 護サ ビ 利用 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

称

居宅 護サ ビ 計 給付費

, ,

, ,

,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

単

人要 護認定者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

居宅 護サ ビ 計 依頼件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

林 宏明

護保険法

所属
部門

事務事業 居宅 護サ ビ 計 給付事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

要 護認定者 指定居宅 護支援事業者 居宅 護支援 居宅サ ビ
計 作成 た 居宅 護サ ビ 計 費 支給

総合
計
体系

居宅 護サ ビ 計 給付事務

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

, ,

 人工数 業務量

活動指標
,件

人件費計

人
対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

制度改 行わ い限 従前 様 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

対象者及び 護報酬等 い 法 定 い た 裁量 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

護保険法 定 い 事業 た 法改 制度 改 さ い限 廃 休 統廃合
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

従前 様 護保険制度 基 く給付 行う

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 市 村 行う事業 さ い

サ ビ 利用 対象者等 い 護保険法 規定さ い た 大 縮小 余地 い

護保険法 規定さ い 事業 た 裁量 施策 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 い 利用者 担割合 定 い た 裁量 適 化 図 余地
い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

居宅 護サ ビ 計 給付事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 件

 人工数 業務量

活動指標
, ,

人件費計

件
対象指標

,

,

, ,

訳 実績
度

,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

護保険制度 基 く 護サ ビ 給付請求 関 審査事務
国保連合会 委 し い 審査事務 手数料 支払
う

総合
計
体系

護報酬審査支払事務

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業 護報酬審査支払事務

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

称

審査支払手数料

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

林 宏明

護保険法

単

件給付請求件数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

.

目標

度

,
,

, ,

, ,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,

, ,

,
, ,

, ,, ,

,

,

,

事業所 護サ ビ 給付請求 容審査 行い 保険給付
い 適

事業所 護給付費 請求

件

目標目標
度度

予算 目標単 度

事業 容 精通し い 国保連合会 審査 委 し 業務 確さ 事務
量 削減 護保険 政 健全

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

再審査 過誤件数

件

称

審査支払件数

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

.

高齢 率 昇 伴い要 護認定者 増加し サ ビ 利用 保
険給付件数 々増え い 更 高齢 進 傾
向 続く 想定さ 給付請求 係 審査件数 増加し いく 考え

成 度 護保険制度施行 伴い 事業所 保
険給付請求 関 事務 適 執行 目的 し
国保連合会 委 した

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, ,件

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

法 定 い 事業 あ た

法 範 定 い た

法 定 い 事業 あ た

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

委 契約 基 海 国民健康保険団体連合会 審査支払手数料 支払う 益者 担
求 事業 容 い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

護報酬審査支払事務

 .改革 改善 期待成果

護保険係

維持 ○

約 万 千件 及ぶ 護報酬 審査し 誤 指摘 事務作業 行う 人的 技術的
困難 あ 成 度 い 従前 様 海 国民健康保険団体連合会 国保連 審査

支払事務 委 し 護保険制度 基 く給付 係 審査支払事務 国保連 請求さ
手数料 支出

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

法 定 い 事業 あ た 廃 休 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

従前 様 海 国民健康保険団体連合会 委 行い 護報酬 適 審査 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

国保連 委 し い 市 村 手数料等 一 定 い 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, ,件

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

, ,

成 度 制度改 高 護サ ビ 利用者 担段階 限 等 改
所得者 対 限度 軽減さ た た 成 降利用 初回 申請

さ た対象者 次回 降 申請 要 事務量 軽減さ た 成 制度改
一般 方 限 , , 引 行 い 改 対し 限

引 対象者 うち 護保険利用者 担割合 割 世帯 い 間 限
設 い , × ヶ , 間 限 し い 間 時限措

置

成 度 護保険制度 施行 い 利用者 担
過重 い う高 護サ ビ 費 創設さ た

成果指標 , ,

.

, ,

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

利用者 担 一定 超えた 護サ ビ 利用者 償還払 し 支給

護サ ビ 利用者

目標目標
度度

予算 目標単 度

高 護サ ビ し 利用者 担 軽減 要 護者等
必要 護サ ビ 手 え く利用

◇総事業費 指標等 移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

高 護サ ビ 費総支給

件

称

支給件数

, ,

, ,

,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

単

人護サ ビ 利用者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

高 護サ ビ 費申請件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

永森 健太

護保険法

所属
部門

事務事業 高 護サ ビ 費給付事業

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

要 護者等 サ ビ 利用 被保険者 支払 た利用者 担 一
定 限 超えた 差 高 護サ ビ 費 し 申請行為

支給

総合
計
体系

高 護サ ビ 費給付事務

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

,

 人工数 業務量

活動指標
,件

人件費計

人
対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

制度改 い限 従前 様 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

利用者 担 限 等 法定 さ 申請 基 支給 あ 業務 い テ 化さ
い 削減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

護保険法 実施 定 い 事業 あ た 廃 休 い た 護保険法 定
た事業 あ 類似した い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

護保険制度 基 く申請 付及び給付 行う 制度改 容 周知 利用者 行 う

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 基 実施さ い 事業 た

護保険法 い 対象 定 い た

支給対象基準 護保険法 定 い 事業 あ た

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険法 制度 し 担割合 規定さ い た

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

高 護サ ビ 費給付事業



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

健や 暮 し 自立を支え 福祉 充実

簡易 トを
選択した理由

高齢者福祉 充実施策名

総合
計
体系

根拠
法

介護保険法

政策名

誰 健や 生 生 暮 せ ち く基本目標

間

人

.

介護保険事業 係 保険給付 滑 実施を図 た 介護保険法第 条 規定 基 要介護者 要支援
者 人数 介護サ ビ 介護予防サ ビ 等 必要量を見込 そ サ ビ 提供体制を確保し 介護保険法

滑 実施を目的 し 介護保険事業計 を策定す

改革 改善実施 方向性 現状維持

成 度 介護保険制度 始 た 団塊 世 高齢期を迎え 急 高齢化 進行 を踏
え 成 度 地域密着型サ ビ や新予防給付 導入 制度 大幅 改正 介護サ
ビ 利用者 増加傾向 あ 成 度 第 期介護保険事業計 成 ～ 度 進行管理を行う

第 期介護保険事業計 位置付け た 運動特化型 通所介護 整備 い 現状 課題を分析し 必要
性を検証し い す

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

介護保険事業計 策定見直し事務

所属
部門

保健福祉課 介護保険係 課長名
線

成

事務事業

度

澤 勝昭 担当者名 永森 健太

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標 件
件

人件費計

,件
人

対象指標 人

, ,

,

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

護保険施設 ョ ト テイ 含 入所等 い 所得者 所得
応 食費 居 費 自己 担 限 設 い 担

限度 超え 部 い 申請 特定入所者 護サ ビ 費
補足給付 行う

総合
計
体系

特定入所者 護サ ビ 給付事務

件護保険 担限度 認定件数

施策

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 く

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業 特定入所者 護サ ビ 給付事務

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

称

護保険 担限度 認定申請件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

永森 健

護保険法

人短期入所利用者

単

保険給付延件数 件

人護保険施設入所者

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割合 ％

度

.

目標

度

, ,
, ,

, ,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

護保険施設 入所等 い 所得者 対 食費 居 費 補
足給付 行う

護保険施設 入所等 い 護サ ビ 利用者

目標目標
度度

予算 目標単 度

所得者 担軽減 図 安心 護サ ビ 利用
高齢者福祉 充実 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

称

特定入所者 護サ ビ 給付費

.

 . 事務事業 開始 背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ う

％ .
成果指標

.

食費 居 費 利用者 担 施設入所等 費用 担 大 く 特 世帯課税さ
い 方 利用者 担 大 い 世帯 離等 非課税 単身世帯あ い 非課税
婦世帯 制度 利用さ 方 増え い 成 度 制度改 い 預貯金

等 単身 場合 ,  万 婦 場合 ,  万 あ 世帯 離 い 配偶
者 所得 一世帯 算定 非課税 金 遺族 金 害 金 入 算定 成

   支給要件 追加さ 成 度 影響 あ 給付費 減少 い
後 再び 高齢者数 増加 給付費 い 増加傾向 考え

成 度 護保険制度改 在宅生活者 施
設入所者 公 性 確保 施設給付 見直さ

成 利用 居 費 食費 利用者 担
所得 い方 い 居 費 食費 担限度

定 過重 担 い う 差 保険給付 補う
組 新 設

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

,

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

護保険法 市 村 行う事業 定 い

制度 対象 護保険法 規定さ い

護保険法 規定 基 く実施事業 施策 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

基準費用 担限度 護保険法 規定さ い 適 化 余地 い

施設入所等 利用者 担 対 本人及び家族等 経済 担 重く 軽減さ 方法
い

※ 映さ 具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

特定入所者 護サ ビ 給付事務

 .改革 改善 期待成果

護保険係

維持 ○

現行制度 利用者 周知 適 事務 扱う

削減

向

コ ト

増加

予算増大

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
場合 支 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 逆 狭
い

護保険法 定 い 事業 法改 制度 改 さ い限 廃 休 統
廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

成３０ 度 様 護保険制度 基 く申請 付及び給付 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

現行制度 護保険法 規定さ 制度 あ 法 規定 基 対応 い ば い 頻回 あ 照会 世帯 離 場合
い 容 聞 想定さ 状況や 護保険制度外 影響 あ 能性 説明 民基本 帳 被保険者 現在 状況

断 いく 理解 い い い

護保険法 利用者 担 限 定 申請行為 認定 支給 いく 事業費
削減余地 い 業務 い 能 事務 電算 テ 化さ い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

, ,

人

ト タ コ ト ＋

間
人
件
費

.

成 新 護認定者 区 成 度 要支援
認定者 認定者全体 . ％ い 制度改 要支援

者 対 訪問 護 通所 護 護予防給付 い 地域支援事業
総合事業 し 市 村 実施 さ たた い 成

移行し 開始した
認定申請前 相談時 マネ メント 強化 し た 護予防事

業 成果 給付費 減少し い

成 度 護保険制度改 伴い 要支援 要支援
認定者 護予防サ ビ 事業者 行う在宅サ ビ

た 保険給付 し 支給 護予防サ ビ
費 創設さ た 護予防サ ビ 成

開始した

成果指標

. .

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

護予防サ ビ 利用した要支援認定者 対し 護予防サ ビ 費
し 費用 割 一定 所得者 割 うち特 所得 高い層
割 保険給付 行う

要支援認定者 要支援 ～

目標目標
度度

予算 目標単 度

護予防サ ビ 利用 安全 安心した在宅生活 送
う 要支援認定者 自立支援 行う

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

称

護予防サ ビ 費給付総

, ,

, ,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

単

宅改修研修 件

人要支援 要支援 認定者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

在宅 護予防サ ビ 利用者数 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

林 宏明

護保険法

所属
部門

事務事業 護予防サ ビ 給付事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

要支援 要支援 認定者 護予防サ ビ 訪問看護 通所 ハビ
テ ョン等 利用及び特定福祉用具貸与 購入や 宅改修 した場合
支給限度 範 サ ビ 要した費用 割 一定 所得者
割 うち特 所得 高い層 割 護予防サ ビ 費 し 保険給付

行う

総合
計
体系

護予防サ ビ 給付事務

件特定福祉用具購入件数

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基 目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

, ,

 
 

 人工数 業務量

活動指標 件
人

人件費計

件
人

対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

制度改 行わ い限 従前 様 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

対象者及び 護報酬等 い 法 定 い た 裁量 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

護保険法 定 い 事業 た 法改 制度 改 さ い限 廃 休 統廃合
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タ コ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

従前 様 護保険制度 基 く給付 行う 成 度制度改 い 利用者 担割合 割
担者 うち 特 所得 高い層 担割合 割 護保険制度改 成 施

行 行わ

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 市 村 行う事業 さ い

要支援認定 い 被保険者 うち 護予防サ ビ 利用者 対象 護保険法
い 規定さ い た

護保険法 規定さ い 事業 た 裁量 施策 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 い 利用者 担割合 定 い た 裁量 適 化 余地
い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

護予防サ ビ 給付事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

成 度 給付実績 た 成 度 認知症高齢者グ
ル プ 入居者 給付 加わ い

要支援認定者 認知症高齢者グル プ 入居者 無 給付費
増減 大 く 右さ 傾向 あ
た 制度改 成 割 担者 うち特 所得 高い層
担割合 割 制度改 行わ

成 度 護保険制度 改 い 認知症
高齢者 慣 た地域 生活 た

身近 日常生活圏域 サ ビ 点 確保 地域
実情 合わ 市 村 裁量 整備 地域密着型サ ビ
費 創設さ た 本 護予防給付 成

開始 た

成果指標

. .

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

地域密着型 護予防サ ビ 利用 た要支援 要支援 認定者 対
地域密着型 護予防サ ビ 費 保険給付 行う

要支援認定者 要支援 ～

目標目標
度度

予算 目標単 度

地域密着型 護予防サ ビ 利用 安全 安心 た在宅生活
送 う 要支援 要支援 認定者 自立支援 行う

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

称

地域密着型 護予防サ ビ 費給付総

,

, ,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,

,
, ,

, ,, ,

,

,

,

.

目標

度

,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割合 ％

度

単

人要支援 要支援 認定者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

地域密着型 護予防サ ビ 利用者数 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

林 宏明

護保険法

所属
部門

事務事業 地域密着型 護予防サ ビ 給付事務

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

要支援 要支援 認定者 地域密着型 護予防サ ビ 認知症対応
型共 生活 護 小規模多機能型居宅 護等 利用 た場合 支給限度

範 サ ビ 要 た費用 割 一定 所得者 割 う
ち特 所得 高い層 割 地域密着型 護予防サ ビ 費 保険給
付 行う

総合
計
体系

地域密着型 護予防サ ビ 給付事務

施策

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

, ,

 人 数 業務量

活動指標
人

人件費計

人
対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

制度改 行わ い限 従前 様 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

対象者及び 護報酬等 い 法 定 い た 裁量 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

護保険法 定 い 事業 た 法改 制度 改 さ い限 廃 休 統廃合
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

従前 様 護保険制度 基 く給付 行う 成 度制度改 い 利用者 担割合 割
担者 うち 特 所得 高い層 担割合 割 護保険制度改 成 施

行 行わ

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

護保険法 市 村 行う事業 さ い

サ ビ 利用 対象者等 い 護保険法 規定さ い た 大 縮小 余地 い

護保険法 規定さ い 事業 た 裁量 施策 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 い 利用者 担割合 定 い た 裁量 適 化 余地
い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

地域密着型 護予防サ ビ 給付事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標
,件

人件費計

人
対象指標

, ,

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

要支援 要支援 認定者 地域包括支援センタ 指定 護予防支
援事業所 行う 護予防支援 利用 護予防サ ビ 容等 定 た

護予防サ ビ 計 た 護予防サ ビ 計 費 支給

総合
計
体系

護予防サ ビ 計 給付事務

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

所属
部門

事務事業 護予防サ ビ 計 給付事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

称

護予防サ ビ 計 依頼件数数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

林 宏明

護保険法

単

人要支援 要支援 認定者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

.

目標

度

, ,
, ,

, ,

,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

地域包括支援センタ 指定 護予防支援事業所 護予防サ ビ 計
作成 依頼した要支援認定者 対し 護予防サ ビ 利用 支援 た

保険給付 行う

要支援認定者 要支援 ～

目標目標
度度

予算 目標単 度

護予防サ ビ 利用 た 計 作成 支援 支給限度
踏 えた適 護予防サ ビ 利用 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

称

護予防サ ビ 計 給付費

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

.

高齢者 進行 要支援認定者 増加し い 護予防サ ビ
計 費 増加し いく

成 護予防訪問 護 護予防通所 護 地域支援
事業 総合事業 移行した 成果指標 減少 見込

成 度 護保険制度改 伴い 要支援 要支援
認定者 護予防サ ビ 費 創設さ サ ビ

利用 た 護予防サ ビ 計 作成 支援 し 保
険給付 本 護予防サ ビ 成
開始 したた 本事業 時期 実施

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, , , ,

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 市 村 行う事業 さ い

サ ビ 利用 対象者等 い 護保険法 規定さ い た 大 縮小 余地 い

護保険法 規定さ い 事業 た 裁量 施策 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 い 利用者 担割合 定 い た 裁量 適 化 図 余地
い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

護予防サ ビ 計 給付事業

 .改革 改善 期待成果

護保険係

維持 ○

従前 様 護保険制度 基 く給付 行う

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

護保険法 定 い 事業 た 法改 制度 改 さ い限 廃 休 統廃合
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

制度改 行わ い限 従前 様 組

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

対象者及び 護報酬等 い 法 定 い た 裁量 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

件

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

, ,

成 度 制度 創設さ 所得状況 把握 関係 初 度 成
度 成 日 成 日 間 自己 担
合算 対象 した 成 度 日 翌 日 自己
担 合算 対象 し い た 成 万 方

限 引 改 あ た 制度変更 容 周知 徹底

護サ ビ 療 利用者 担 過重 い う
保険給付 高 療合算 護サ ビ 費 療保険者

高 護合算療養費 創設さ た

成果指標 , ,

.

, ,

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

護サ ビ 療費 自己 担 一定 超えた利用者 償還払
し 保険給付 行う 療費 療保険者 給付

護サ ビ 利用者

目標目標
度度

予算 目標単 度

利用者 自己 担 軽減し 要 護者等 必要 護サ ビ や
療サ ビ 手 え く利用 護保険制度 療保険制度

充実 図

◇総事業費 指標等 移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

高 療合算 護サ ビ 費総支給

件

名 称

支給件数

, ,

, ,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

単

人護サ ビ 利用者

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

名 称

高 護合算 護サ ビ 費申請件数 件

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

永森 健太

護保険法

所属
部門

事務事業名 高 療合算 護サ ビ 給付事業

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長名

予算
科目

会計 款 項

事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 護保険係

日

利用者 間 支払 た 護サ ビ 療費 自己 担 合算し
合計 一定 限 超えた 差 高 療合算 護

サ ビ 費 し 申請行為 保険給付 療保険者 高 護合
算療養費 し 給付

総合
計
体系

高 療合算 護サ ビ 費給付事務

施策名

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

 人工数 業務量

活動指標
件

人件費計

人
対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

制度改 容 把握し 適 給付事務 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

利用者 担 限 等 法定 さ 申請 基 支給 あ 事務処理 い テ
化さ い 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

護保険制度 し 法定 さ い 制度改 外 廃 休 考え い た 保険
給付 制度化さ た あ 他 事業 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

成 万 方 限 引 改 あ た 制度変更
容 周知 徹底し 適 給付事務 行う

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

護保険係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 市 村 保険者 し 実施 事業 あ 規定さ い た

利用者 担 限 や対象者 い 法定事項 た 余地 い

法定事務 た 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

護保険制度 利用者 担 定 た 限 超えた差 高 療合算 護サ ビ 費 し
支給 適 化 余地 い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

高 療合算 護サ ビ 給付事業


